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研究成果の概要： 
 世界で初めて雇用差別（性差別を含む）の禁止を定めたアメリカ合衆国の 1964 年公民権法

第七編は、紛争解決の第一次的管轄権を雇用機会均等委員会（EEOC）という行政機関に付与

した。本研究の成果は、アメリカで EEOC を通じて行われてきた雇用差別に対する行政救済の

実態の通史的解明をとおして、過去 20 年余りにわたり抜本的な見直しがなされることがなか

った日本の男女雇用機会均等法の下での救済手続きおよび救済内容のあり方について検討を行

った点である。 
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１．研究開始当初の背景 

（1）均等法は、1985 年に制定されて以来、2

度の改正を経て今日に至るが、今なお実効性

がきわめて乏しい法律である。均等法が実効

性を欠いているのは、要するに、均等法の下

に効果的な実効性確保手続が用意されてい

ないこと、及び同法の下に違反企業の公表制

度以外の救済が用意されていないことによ

る。 

（2）均等法の実効性の乏しさに対しては、

これまで抜本的な見直しがなされることな

くきたが、2006 年に行われた 2 度目の均等法

改正の前後に発表された論文において、痛烈

な批判がなされるところとなった。そうした



批判の概要は、以下のようなものであった。

すなわち、均等法が行政指導の根拠法---つま

り、司法主導ではなく行政主導で雇用平等を

実現する方策を選択し、所轄機関に行政指導

の根拠を与えるための法律---である限り、均

等法の個別規定についての厳密な意味解釈

を争う訴訟はほとんど生じようがなく、学

説・判例における差別排除法理の発展の不足、

不十分を嘆くのは、ほとんど本末転倒である。

したがって、均等法を裁判法規にすることも

視野に入れつつ、男女の均等処遇を実現する

ための均等法独自の手続および救済のあり

方が早急に検討されなければならない。 

（3）以上のとおり、均等法の実効性確保の

具体的方途に関する研究が必要とされてい

た。 

 

２．研究の目的 

（1）本研究は、均等法の実効性確保手段お

よび救済の将来的あり方につき検討するこ

とを課題とした。より具体的には、世界で最

初に雇用差別（性差別を含む）の禁止を定め

たアメリカ合衆国の 1964 年公民権法第七編

において担保されている実効性確保制度お

よび救済に関する分析を行い、そこから日本

が学べることは何であるのかを明らかにし

たいと考えた。 

（2）①1964 年公民権法第七編の下では、最

終的な強制権限が司法機関（裁判所）に与え

られてはいるものの、紛争に関する第一次的

な管轄権は雇用機会均等委員会（以下、

EEOC）という行政機関に与えられているた

め、EEOC を通じての救済につき研究を深め

たいと考えた。 

②EEOC は被害者から申立てのあった事件

につき行政救済を行う一方で、差別を行って

いる使用者を自ら相手取り、訴訟を提起する

権限を有している。個人ではなく、行政機関

が訴訟を行うことにはどのような意義があ

るのかを明らかにしたいと考えた。 

③国内にEEOCに関する先行研究は存在する

が、いずれも 1970 年代から 80 年代初頭にか

けて行われた研究であり、1964 年から今日に

いたるまでのアメリカの雇用平等法制の歴

史の前半部分しか研究対象になっていない。

また、いずれも外国の制度紹介に終始してい

るという特徴を有する。本研究は、EEOC を

通してなされる行政救済につき、その実態を

通史的に解明することを課題とした。 

（3）EEOC の関与する実効性確保と並び、

民事事件一般につき認められているクラ

ス・アクションも、第七編の実効性確保手段

として挙げられる。アメリカの法律家の中に

は、雇用差別の排除にクラス・アクションが

果たした役割は絶大であったと言う者も存

在するが、最近は、クラス・アクションが提

起されることはめったにない。その原因がど

こにあるのかを解明したいと考えた。 

（4）アメリカでは、すべての使用者は女性

や人種的マイノリティーをどの程度雇い、ど

の程度の地位に配置しているのかを EEOC

に報告する義務が存在する。これが雇用差別

の排除に有効か否かを明らかにしたいと考

えた。 

（5）第七編の救済の特徴と、それが雇用差

別の排除に対しどの程度実効的であるのか

を明らかにしたいと考えた。 

 

３．研究の方法 

（1）EEOC の活躍をはじめ、1964 年公民権

法第七編の実効性確保手段および救済につ

き論じている英語文献の研究。 

（2）EEOC の年次報告書の内容分析。 

（3）1964 年公民権法第七編の実効性確保手

段および救済につき研究してきたアメリカ

の代表的な研究者に対するヒアリング。 



 

４．研究成果 

（1）①EEOC を通して行われてきた行政救

済のありようが、通史的に解明された。その

結果、EEOC による行政救済が迅速かつ的確

に行われていた期間は、予想外に短かった

（1977 年～1984 年）ことが明らかになった。

その主たる原因は、EEOC 長官の人事に政治

が絡んでいたことである。1981 年からの 12

年間におよぶ共和党政権時代に、雇用差別の

是正に余り積極的でないクラレンス・トーマ

スが、時の大統領レーガンにより、EEOC 長

官に任命された。保守的な長官の下で、EEOC

は差別の排除に消極的になり、社会に対する

影響力を失った。申立てられた事件は、調査

に要する期間が長期化したばかりか、最終的

にも却下されることが大半となり、EEOC を

通しての解決には結びつかなくなったこと

が明らかとなった。 

②行政機関である EEOC が紛争の第一次的

管轄権を有することについて：第七編の保護

を求めるすべての差別の被害者は、事件をま

ず EEOC に申立てなければならない。は

EEOC は事件を調査し、調停を行うこととさ

れている。しかし、調停の結果、和解にいた

る件数は低いことが分かった。使用者にとっ

ては、和解に応じないことによるデメリット

がないからである。また、仮に和解が成立し

たとしても、その内容には拘束力がない。ア

メリカの代表的研究者に対する聞き取り調

査において、当該制度は、「どの国にとって

もモデルにはなりえない」と痛烈な批判の声

が聞かれた。行政機関に調停権限を付与する

ならば、調停の内容に拘束力を持たせるよう

に制度を設計しなければ、当該行政機関が

「紛争解決機関」ではなく、単なる「苦情受

付センター」と化してしまう、とのことだっ

た。 

③行政機関である EEOC が訴訟提起権限を

有することについて：EEOC が行政機関であ

ることの強みは、差別を追及するための資源

が、個人たる差別の被害者よりも豊富にある

ことである。その結果、EEOC が訴訟提起し

た事件については、勝訴判決を得られること

が多い。その一方で、EEOC の限界は、財政

的にすべての雇用差別事件を個人に代わっ

て提起することはできないということであ

る。そのため、社会的に影響力の大きい事件

を選び抜いて訴訟を提起し、残りは却下せざ

るを得ないということになる。すべての事件

について EEOC に申立てを求める現在の制

度の下では、EEOC が訴訟を提起すべき事件

の取捨選択に膨大な時間と労力がかかり、無

駄が多いことが明らかとなった。 

（2）雇用差別に関するクラス・アクション

は、第七編が制定された 1964 年以降増加の

一途をたどり、一番多いときには年間 700 件

以上存在したが、1977 年および 1982 年に合

衆国最高裁判所から出された判決により、ク

ラスの承認の基準が厳格化され、以後、件数

的に減少するようになった（一番少ない年で、

年間 30 件まで落ち込んだ）。1991 年公民権

法（1964 年公民権法に新たに書き加えられ

た部分）の成立により、第七編の下で新たに

損害賠償が認められるようになったことは、

クラス・アクションの若干の増加をもたらし

た。弁護士費用は通常、損害賠償額と直接の

相関関係を有するため、1991 年公民権法は、

弁護士にクラス・アクションの代理人を引き

受けるインセンティブを与えたのである。し

かしながら、損害賠償というコモン・ロー上

の救済を請求する場合には、クラスとして承

認されるために充たすべき要件が厳しくな

るという事情も存在するため、クラス・アク

ションが爆発的に増加するというというこ

とは考えにくいことが明らかとなった。 



（3）すべての使用者が、女性およびマイノ

リティーの雇用に関し、EEOC に提出する年

次報告書（通常、EEO-1 レポートと呼ばれる）

は、建て前としては EEOC が点検をすること

になっているが、実際には点検されていない

ばかりか、外部の者には閲覧が不可能となっ

ていることが分かった。（4）①第七編の救済

には、以下の 2 つの特徴があることが分かっ

た。1 つは、差別のない公正な状態の創設を

裁判所に大きく委ねている点であり、もう 1

つは、救済が実効的であるか否かを裁判所が

チェックする点である。さらに、裁判上の和

解が成立した場合において、当事者間の合意

に裁判所の承認を得て和解を成立させる方

法もあることが分かった。この方法により成

立した和解は同意判決（consent decree）と

呼ばれ、この内容を一方当事者が遵守しない

場合には、他方当事者は相手方を裁判所侮辱

罪で訴えることができる。 

②同意判決については、EEOC が訴訟を提起

した場合には、同意判決の内容が遵守されて

いるか、事後のチェックが行われる。これに

対し、私人が訴訟を提起した場合には、その

ようなチェックが行われないことも明らか

となった。 

（5）均等法の将来的あり方につき、1964 年

公民権法第七編に関する研究を通して得ら

れた示唆とは、行政救済と司法救済にはそれ

ぞれに長所と短所があること、したがって、

実効性の乏しい行政救済しか担保していな

い均等法は、以下のような方向で改正がなさ

れるのが望ましいということである。すなわ

ち、①均等法は、現在のような行政指導の根

拠法という性格を維持しつつも、裁判規範と

もなるよう、同法には一般法たる民法を根拠

とした民事訴訟では得られない多様な救済

（バックペイ、フロントペイ、採用、昇格・

昇進、復職命令など）が規定されなければな

らない。②救済が実効性を有しているか否か

のチェックが行われる仕組みづくりが必要

である。③差別の被害者が均等法の下で行政

救済・司法救済のいずれかを選択できるよう

な制度設計にするのが望ましく、アメリカの

ように行政機関に紛争解決の第一次的管轄

権を付与するのは回避すべきである。④均等

法下で行われる調停に拘束力をもたせ、その

違反には、実効性のある制裁措置がとられる

ようにしなければならない。⑤自分の勤務先

の使用者を相手取って訴訟を提起すること

のハードルが日本の労働者にとっては一層

高いことを考慮するならば、行政機関にも悪

質な企業を相手取って訴訟を提起する権限

を均等法上付与するのが望ましい。⑥女性の

雇用に関し使用者に報告義務を課すのであ

れば、それは原則公開にすべきである。 

（6）以上の成果については、本研究以前に

行ってきた 1964 年公民権法第七編に関する

研究と一体化させ、できるだけ早期に単著と

して公表したい。 
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